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１.はじめに 

 近年,大規模な自然災害が頻発しており,災害からの迅速な復旧・復興および災害に強い国づくりを期待する声は高まっ

ている.災害に対する備えとして,復旧・復興に対する人員確保や,復旧工事の契約方式の選定だけでなく,日常の維持管理

における災害を想定した体制構築や,日常からの災害復旧体制への備えが,迅速な復旧に対して重要である. 

本論文では,国土交通省直轄の維持管理事業の現状を調査し,維持管理の災害復旧に関する課題を明らかにするととも

に,災害時を踏まえた新たな維持管理の入札契約方式について,その特徴や課題について考察する. 

２.調査方法 

国土交通省直轄(北海道開発局,沖縄総合事務局含む)で平成30年度契約

中の河川･道路の日常的管理に関する維持工事(緑化,照明,清掃作業のみは

除く)にアンケート(項目は表-1)を行い,受発注者にヒアリングを行った. 

３.調査結果 

３.１ 維持工事の応札者数 

 維持工事の応札者数を図-1に示す.河川は2者応札が約2割で,応札

者数は11者まで広く分布している.道路は1者応札が約6割で,5社応

札までにほぼ全てが分布している.これは,河川は「除草工」など計画

的に実施可能な工種の割合が高いのに対し,道路は24時間365日の対

応が必要な「応急処理工」の割合が高く,技術者や企業の負担が大きい

ことが原因と考えられる.維持工事に携わる技術者の高齢化も進んで

おり,生産性向上や担い手確保が大きな課題となっている. 

３.２ 維持工事受注者の災害協定締結状況 

維持工事受注者と整備局工事事務所の災害協定締結状況を図-2に示

す.維持工事受注者の7割以上が災害協定を締結しており,維持工事受

注者の多くが災害時に復旧工事を行う役割も担っている. 

また,直轄のA事務所における災害協定締結者,維持工事,一般土木工

事受注者の関係を調査した結果を図-3に示す.維持工事,一般土木工事

を受注していない災害協定締結者の割合は,道路･河川ともに6割近く

に達しており,災害協定締結者が必ずしも維持工事や一般土木工事を

受注しているわけではない. 

災害協定締結者が災害時に迅速に復旧工事に着手するには,機材･人

材の確保,管内での維持工事・一般土木工事等の経験による地域精通,

発注者等との密接な関係構築等が重要であり,日常から地域と密接に

関わっておく必要がある.現状は,災害協定,維持工事,一般土木工事が

それぞれ独立しており,災害協定者が日常工事を通して発注者と関係

を構築したり,日常工事により地域に精通したりする機会は少ない. 

４.入札･契約方式の比較 

維持工事の入札･契約方式には,(1)災害協定の競争参加資格要件化 (2)災害協定締結者を維持工事や一般土木工事で加

点評価 (3)複数年契約や複数工種の包括化 等があり,さらに(4)災害協定に基づく包括･個別二段階契約 2)が考えられて

いる.(4)は,次のような手続きの流れが想定される(図-4).(第 1段階)災害協定参加希望者を公募する.(第2段階)希望者

から災害時の応急対応が可能な者を公募条件に基づき選定し,災害協定を締結する.(第3段階)協定締結者に維持工事や 

キーワード   包括・個別二段階契約方式，包括協定，災害協定，維持管理事業，建設マネジメント，入札契約制度 

連絡先     〒305-0804 茨城県つくば市旭１   国土交通省 国土技術政策総合研究所   ＴＥＬ：029-864-4239 

図-1 維持工事の入札参加者状況(平成30年度)1) 

図-2 維持工事受注者の災害協定締結状況 1) 

図-3  災害協定,維持工事,一般土木工事の関係
(a) 河川 

(参考)一般土木の平均 
応札者数：6.9者 2) 

(a) 河川 (b) 道路 

(b) 道路 

平均応札者数 
 維持工事（道路）：1.7者 
 維持工事（河川）：3.7者 

表-1 対象工事に対するアンケート実施項目

・ 予定価格、落札価格、応札者数
・ 受注者の本店所在地
・ 管理延長
・ 工事年数
・ 競争参加資格要件
・ 受注者の連続受注年数
・ 監理技術者と現場代理人の兼務状況
・ 受注者の災害協定締結状況

災害協定締結 災害協定締結 

災害協定未締結 
災害協定未締結 
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一般土木等を発注し,公平性･透明性を

確保して施工者を決定する. 

欧米でもフレームワーク方式 3)など

包括･個別二段階契約方式と類似の方

式が採用されている.協定規模は10者

以上が多いが,3 者程度の場合もある 3).

また,災害等とは関連していない. 

災害協定締結者は,災害時に備えて

発注者との関係を構築し,地域に精通

することが重要である.また,維持工事 

における24時間365日の対応緩和のため,担い手確保や生産性向上にも留意が必要である.そこで,(1)から(4)の入札契約

方式を,整備局や地方自治体へのヒアリング等を元に,これらの観点で従来方式と比較した.結果を表-2に示す. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)(2)は,現状と大きく変わらない.(3)は,生産性向上や担い手確保に寄与し,技術職員が少ない地方公共団体にも導入で

きるが, 災害対応時の受発注者間の関係構築や,中長期の品質確保に課題がある.(4)は,包括協定を継続することで,(3)

の効果に加えて働き方改革や災害対応,品質確保への効果や,(3)で生じる課題改善も期待できる.また,包括協定において,

災害対応の訓練や関連する研修を組み込むことで,災害対応をより円滑･迅速に行える効果も生じる.ただし,維持管理体

制構築の課題は地域により様々であるため,契約方式の選択や協定期間は,地域の実情を踏まえ検討する必要がある. 

５.結論 

・維持工事の受注者の多くは災害協定を締結しているが,災害協定者が必ずしも維持工事や一般土木工事を受注している

わけではなく,工事を通した発注者との関係構築や,地域への精通機会が少ない. 

・災害協定を包括協定として,維持工事等を個別発注する包括･個別二段階契約は,災害対応時の受発注者間の関係構築, 

品質確保,担い手確保などの効果が期待できる.  
・維持工事や災害協定に基づく入札契約方式の選定時は,地域の実情を踏まえて最適な方式を選定する必要がある. 
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災害対応企業 △
・通常工事受注者は主に地元企業
・災害対応企業は地域の工事経験あり
　とは限らない（災害協定と一部関連）

-
・通常工事受注者は地域外の大手企業等の可能性
・災害対応企業は地域での工事経験があるとは
  限らない（災害協定とは無関係）

◎
・通常工事受注者は主に地元企業
・災害対応企業は地域での工事経験有り

担い手
確保・育成

-
単年契約となり,長期計画立案が難しく,
現状と変わらず新たな人材採用に躊躇

○
次回以降の受注が不確実だが,契約期間(2～3年)の見
通しが確保され,人材採用が計画的に実施できる可能性
（受注体制によっては限定的）

◎
次回も協定に参加可能で,長期見通しが確
保でき,人材採用が計画的に実施可能

設備・人員の
確保

-
単年契約となり,長期計画の立案が難し
く,機材や人員の確保に躊躇

○
次回以降の受注が不確実だが,契約期間(2～3年)の見
通しが確保され,中期計画が立て易くなり,機材や人員の
確保が計画的に実施可能

◎
次回も協定に参加可能で,長期見通しが確
保され,中長期計画が立て易くなり機材や
人員確保が計画的に実施可能

受発注者の
関係

- 工事を通じた関係性構築 ×
受注企業が限定され,一部の企業（大企業,事業協同組
合担当者等）以外とは関係希薄化の可能性

◎
参加する地元企業全てとパートナーシップ
を構築しやすい

受注者（管理技
術者等）の負担

- 現状と変わらず × 増加（ただし受注企業の体制により異なる） ○
維持工事等24時間365日対応の工種も負担に
配慮して期間や工種を柔軟に設定可能

発注事務
作業量

- 現状と変わらず ◎ 発注本数の減少による事務作業量の削減 ○
個別発注に係る手続の簡素化による事務作業
量の削減（本数は減少しない）

創意工夫 - 創意工夫の余地は小さい ○
大ロット化で,調達面を含め創意工夫提案の余地が生じる
（受注体制によっては限定的）

◎
次回も協定に参加可能で,長期見通しが確
保され,予防保全を含めた創意工夫提案の
余地が生じる

新技術 -
単年契約となり,長期計画の立案が難し
く,新技術開発・採用に躊躇

○
次回以降の受注が不確実だが,契約期間(2～3年)の見
通しが確保され,計画的な新技術開発・採用が可能

◎
次回も協定に参加可能で,長期見通しが確
保され,計画的な新技術開発・採用が可能

維持管理・
メンテナンス

- 現状と変わらず △
次回以降の受注が不確実だが,契約期間(2～3年)の見
通しが確保され,中期の視点での維持管理が可能

◎
次回も協定に参加可能で,長期見通しが確
保され,中長期の視点での維持管理が可能

発注者の
技術力の確保

-
個別発注の実施等の判断を発注者が実
施

×
受注者が工事の配分等を調整する機会が増加し,発注者
の判断機会が減少

- 個別発注の実施等の判断を発注者が実施

品質等の確認 - 現状と変わらず ×
受注企業が長期契約でき,企業が広範囲で固定化され,
マンネリ化の恐れ（価格等の妥当性を他工事との比較な
どにより確認することが困難）

- 現状と変わらず

他 受注機会 - 大きく変化しない ×
受注企業が限定（大企業,事業協同組合等）され,未受注
企業への配慮が必要

△ 災害協定への参加が必要

(1)(2 )現方式の改善 (3)包括発注方式 (4)包括・個別二段階契約方式

参加資格/加点　など 複数年/複数工種 災害協定締結者＝包括協定企業

災
害
へ
の
対
応

働
き
方

改
革

生
産
性

向
上

品
質
確
保

契約  契約 契約

災害協定(包括協定）

 (競争入札等)

個別工事

施工者C 施工者E

施工者B

 (競争入札等)

選定

施工者G

施工者B

施工者E施工者E 施工者F 施工者G 施工者H

施工者C

施工者G

施工者B

施工者E

②協定企業の選定①協定の公示

施工者A 施工者B 施工者C 施工者D

④工事発注Ⅰ
(一般土木工事)

⑤工事発注Ⅱ
(維持工事)

⑥工事発注Ⅲ
(災害対応・
緊急対応)

③協定締結
発注者

（随意契約）基本

合意

公募

書類

落札者 落札者

随契

表-2 従来の契約方式と維持工事の契約方式の比較 

◎：現状と比べ大きな効果あり  ○：現状と比べ効果あり  △：現状と比べやや効果あり  －：現状と変化無し  ×：現状より悪化 

図-4  包括・個別二段階契約方式 

(第1 段階) (第2 段階) 

(第3 段階) 
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